
 

 

 



 



個人 法人

新たに酒類販売業を開業する場合

⇒申請者は、｢酒類販売業免許申請書｣を申請

免許者が販売業を廃止しようとする場合

免許者である個人が主体となって法人を設立する場合等

免許者が死亡した場合に、引き続き販売業をしようとする相続人がある場合

販売場を移転する場合

販売業を休止又は開始する場合
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久留米税務署　酒類指導官

｢酒類販売業者｣が必要な免許等手続き一覧

処理区分
該当の有無

必要な手続きの内容

①
純然たる
新規免許

○ ○
※免許付与まで事務処理期間(２ヶ月間）要するため、開業予定日を考慮し申
請する必要がある

②
免許の
取消

○ ○ ⇒販売業を廃止しようとする者は、廃止する前に｢酒類販売業免許取消申請
書｣を申請

③
法人成り

○ × ⇒個人は、｢酒類販売業免許取消申請書｣を申請し、法人は、｢酒類販売業免許
申請書｣を申請

④
販売業の

相続
○ ×

⇒販売業をしようとする相続人は、遅滞無く｢酒類販売業相続申告書｣を申告

注意）上記申告（申請）書は、販売場ごとにその販売場の所在地の所轄税務署に提出する必要があります。
　　　また、上記処理区分以外にも、免許処理上必要となる申請等があります。
※手続きしなかった者は、酒税法違反（酒類の無免許販売）等に該当し罰せられる場合があります。

⇒事業を引き継ぐ者は、事業を引き継ぐ前に｢酒類販売業事業譲渡申告書｣を
申告

⑦
販売業の

休止(開始)
○ ○ ⇒免許者は、事業を休止（開始）する前に｢酒類販売業休止(開始)申告書｣を申

告

⑥
販売場の

移転
○ ○

⇒販売場を移転しようとする者は、移転する前に｢酒類販売場移転許可申請
書｣を申請

※免許付与まで事務処理期間(２ヶ月間）要するため、開業予定日を考慮し申
請する必要がある

⑤
販売業の
事業譲渡

○ ×

・譲渡者の親族の場合は、民法第725条に定める親族である場合
・親族以外の場合は、譲渡対象事業に３年以上従事している者である場合

酒類販売業者の｢所得・法人税等｣の申告手続き時には、必ず確認をお願いします。

また、申請等の様式については、国税庁ホームページをご覧ください。

詳しくは、久留米税務署酒類指導官(電話：09４2-32-4461・自動音声案内で２番を選択してく

ださい。)へお尋ねください。


